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参考資料編 

1.高度利用技術の紹介 

管理型海面最終処分場の高度利用を可能とするための対策技術には、埋立終了後の暫定利用及び処分

場廃止後の跡地利用時における対策技術だけでなく、埋立終了前の段階において、護岸構造や埋立工法

上の対策により埋立終了後の高度利用を可能にするものも存在する。 

表-1 に管理型海面最終処分場の高度利用を可能とするための対策技術の一覧を示す。表中、着色部分

が、他の技術との併用を問わず、単独で利用高度化を可能とする対策技術である。着色部分以外の利用

技術については、単独では利用高度化に効果があるわけではないが、他技術と併用することで利用高度

化に資する技術や、表層･中層利用等の跡地利用の促進に一定の効果を有する技術である。 

なお本表においては、現場での適用実績を有する技術だけでなく、アイデア段階や基礎実験の段階の

技術についても幅広く対象とした。 
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表-1 管理型海面最終処分場の高度利用を可能とするための対策技術（1/2） 

※着色部分の対策技術が利用高度化に資する技術である。 

ﾗｲﾌ 

ｽﾃｰｼﾞ 
対策技術 技術の概要 利用高度化効果 

適用対象 形質

変更

部位

管理型海面

最終処分場

での実績

管理型海面最終処

分場の利用高度化

技術の 

適用の時期 
技術的留意事項 規制上の留意事項 

廃棄

物層

基礎

地盤

技術

熟度

適用

可能性

計画

時

埋立

中

埋立

後

護
岸
建
設 

護岸本体部 

(中仕切り護岸を含む) 

海面処分場の外郭を構成する施設。構造形式として、重力式（ケ

ーソン等）や矢板式（鋼矢板、鋼管矢板等）、セル式、緩傾斜式

の実績が多い。 

 土地利用計画を踏まえた平面配置(中仕切り護岸の配置の

工夫など)や、護岸形式とすることで、将来的に構造物の

設置を可能とする。 

 例えば、廃棄物護岸の前面に岸壁を築造することで、遮水

性と外的安定性を分ける護岸構造等が考えられる。 

－ ○ － 有 1 中 ○   

 跡地利用を踏まえた護岸構造形式の検討

が必要である。 

 埋立計画段階で、土地利用計画を決定し

ておく必要がある。 

港湾計画時点での詳細な跡地利用計画の立案

に反映させる必要がある。また、計画の変更

を伴う場合には変更手続きが必要である。（公

有水面埋立法）。 

護岸基礎地盤 

(地盤改良) 

廃棄物埋立護岸の安定性を確保するため、基礎地盤を改良する

ことで強度増加等を図る工法。主な工法として、サンドコンパ

クションパイル工法（SCP）や深層混合処理工法（DM）がある。 

土地利用計画を踏まえた地盤改良範囲を設定することで、

将来的に構造物の設置を可能とする。 
－ ○ － 有 1 中 ○   

 跡地利用を踏まえた改良範囲を設定する

必要がある。 

 埋立計画段階で、土地利用計画を決定し

ておく必要がある。 

〃 

埋立地内基礎地盤 

(地盤改良) 

埋立地内の基礎地盤の安定性確保、及び遮水性確保のための地

盤改良で、主な工法として深層混合処理工法がある。 

土地利用計画を踏まえた地盤改良範囲を設定するととも

に、区画埋立工法を併用することで、将来的に構造物の設

置を可能とする。 

－ ○ － 無 1 低 ○   〃 〃 

埋
立 

区画埋立(分別) 
埋立地内を複数の区画に分け、将来の土地用計画に合わせた複

数の受け入れ基準を設定して埋立てる工法。 

埋立地内基礎地盤の地盤改良との併用により、早期廃止に

よる早期の利用高度化を可能とする。 
○ － － 有 － －  ○  

汚濁度の高い廃棄物を投入した区画(超

軟弱な廃棄物層)の対策が必要である。
〃 

薄層埋立 
廃棄物を底開バージや浮き桟橋、フローティングコンベア等で

薄層に撒き出し、均一な地盤を造成する工法。 

区画埋立(分別)及び埋立地内基礎地盤の地盤改良の併用

により、早期廃止による早期の利用高度化を可能とする。
○ － － 有 － －  ○  － 〃 

準好気性埋立 

(水位より上) 

地下水面下は安定型廃棄物で埋立て、陸化した時点で管理型廃

棄物を陸上埋立処分と同様の準好気性埋立を行い、保有水等の

汚泥成分濃度を低減させる工法。 

〃 ○ － － 有 － －  ○  － 〃 

維
持
管
理
・
跡
地
利
用 

盛土工 

覆土上に盛土を行い、盛土上で跡地利用を図る工法。跡地利用

にあたり、掘削廃棄物(覆土を含む)が発生しない。 

本工法は利用高度化に効果はない。 

－ － 表層 有 － －   ○

 盛土により地盤沈下することから、既設

構造物(護岸や遮水工)への影響が懸念さ

れる。 

 形質変更に伴い保有水等の浸透経路の変

化などに留意する必要がある。 

処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管理

基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地形

質変更に係る施行ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが適用される。 

廃棄物の掘削・置換 

廃棄物層を除去(全層あるいは一部)し、良質土で置換えた後に

構造物等を建設する。廃棄物層の沈下対策、及びガス対策工法

として効果がある。 

本工法により土砂埋立地と同じ方法での構造物設置を可

能とする。 

○ －
中層

底層
有 4 中   ○

 形質変更に伴う掘削廃棄物の適正処理や

水処理が必要である。 

 形質変更に伴い保有水等の水質、発生ガ

スの性状と量の変化、保有水等の浸透、

流出経路などの変化が懸念される。 

 掘削廃棄物の処理方法については、処分場の

閉鎖後と廃止後で異なることが想定されるた

め、環境部局への事前確認が必要である。

 処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管理

基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地形

質変更に係る施行ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが適用される。

地
盤
改
良
工 

載荷盛土工法 

盛土荷重によって軟弱粘性土地盤を圧密促進させる工法。粘性

土地盤の支持力を増すとともに不等沈下を抑えることができ

る。 

本工法単独では利用高度化に効果はないが、底層を対象と

した構造物基礎工（杭など）との併用により、利用高度化

を可能とする。 

○ ○ 表層 有 － －   ○

載荷盛土による底部軟弱粘土地盤の圧密

沈下に伴う保有水等の浸透経路の変化な

どに留意する必要がある。 

処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管理

基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地形

質変更に係る施行ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが適用される。 

ﾊﾞｰﾁｶﾙﾄﾞﾚｰﾝ工法 

(不貫通 SD) 

粘性土地盤内に遮水層を貫通させない砂柱を造成し、排水距離

を短縮することで粘性土地盤の圧密促進を図る工法。粘性土地

盤の支持力を増し、不等沈下を抑えることができる。 

〃 － ○ 底層 有 － －   ○

ﾄﾞﾚｰﾝ打設にあたり、残留する遮水層厚

(粘性土層)を確実に確保する必要があ

る。 

〃 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾎﾞｰﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ 

＋真空圧密工法 

底面遮水層を 5m 以上確保できる位置で回収可能なﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾎﾞｰ

ﾄﾞﾄﾞﾚｰﾝ工法と真空圧密工法の併用により遮水層の機能を損な

うことなく粘性土層の圧密促進を図る工法。粘性土地盤の支持

力を増すとともに不等沈下を抑えることができる。 

〃 － ○ 底層 有 － －   ○ 〃 〃 

振動締固め工法 

棒状の振動機を地盤中に挿入し、直接廃棄物地盤を締め固める

ことで支持力を増す工法。 〃 ○ － 中層 無 － －   ○

形質変更に伴い保有水等の水質、発生ガ

スの性状と量の変化、保有水等の浸透、

流出経路などの変化が懸念される。 

〃 

動圧密工法 
地表面に重錐を自由落下させ、廃棄物地盤を締め固めることで、

減容化と支持力増加を図る工法。 
〃 ○ － 中層 有 － －   ○ 〃 〃 

浅層/中層混合処理 

工法(固結工法) 

地盤内でセメントや石灰等の安定処理材を混合し、地中に柱状

の改良体を築造し、地盤の支持力を増す工法。 
〃 ○ － 中層 無 － －   ○ 〃 〃 

ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝﾊﾟｲﾙ 

工法 

地盤中に締め固めた砂柱あるいは砂礫柱を、振動あるいは衝撃

荷重によって築造し、地盤の支持力を増す工法。 
〃 ○ － 中層 無 － －   ○ 〃 〃 

深層混合処理工法 

地盤内でセメントなどの安定処理剤を注入しながら撹拌翼で混

合し、地中に柱状の改良体を築造する工法で、地盤の支持力を

増す工法。 

事前に廃棄物を掘削して良質土で置き換えたり、撹拌に伴

い廃棄物の連れ込みが無いことを確認することで、本工法

の施工が可能となる。 

施工後は、構造物設置のための基礎地盤として利用可能と

なる。 
－ ○ 底層 無 1 中   ○

形質変更に伴い保有水等の水質、発生ガ

スの性状と量の変化、保有水等の浸透、

流出経路などの変化が懸念される。 

 遮水層を貫通する場合、遮水層の健全性を実

験等により確認する必要がある。 

 掘削廃棄物の処理方法については、処分場の

閉鎖後、廃止後で異なることが想定されるた

め、確認が必要である。 

 処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管理

基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地形

質変更に係る施行ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが適用される。

技 術 熟 度：－ 単独では高度利用に資さない、1 アイデア段階、2 理論的研究、基礎実験の段階、3 実証が必要な段階、4 実際の施工事例がある段階 

適用可能性：－ 単独では高度利用に資さない、高 実用化の可能性が高く、経済性に優れ、管理型海面最終処分場での適用が有望視される技術、中 実用化の可能性は高く、管理型海面最終処分場での適用が有望視される技術、低 管理型海面最終処分場での適用に検

討要素がある技術 
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表-1 管理型海面最終処分場の高度利用を可能とするための対策技術（2/2） 

 

ﾗｲﾌ 

ｽﾃｰｼﾞ 
対策技術 技術の概要 利用高度化効果 

適用対象 形質

変更

部位

管理型海

面最終処

分場での

実績 

管理型海面最終処

分場の利用高度化

技術の適用の

実施時期 
技術的留意事項 規制上の留意事項 

廃棄

物層

基礎

地盤

技術 

熟度 

適用

可能性

計画

時

埋立

中

埋立

後

維
持
管
理
・
跡
地
利
用 

構
造
物
基
礎
工 

ﾌﾛｰﾃｨﾝｸﾞ基礎 

(＋ｼﾞｬｯｷｱｯﾌﾟ) 

ﾌﾛｰﾃｨﾝｸﾞ（浮き）基礎とすることで、杭を打設するこ

となく遮水層をそのままの状態で維持したまま建物を

建設する工法。不等沈下による建物傾斜の修正はｼﾞｬｯ

ｷｼｽﾃﾑにより行う必要がある。 

本工法は利用高度化に効果はない。 

○ － 中層 有 － －   ○ － 

 掘削廃棄物の処理方法については、処分場の

閉鎖後、廃止後で異なることが想定されるた

め、確認が必要である。 

 処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管

理基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地

形質変更に係る施行ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが適用される。

既
成
杭
打
設
工
法 

鋼管杭 

 

 ｹｰｼﾝｸﾞﾁｭｰﾌﾞを回転(あるいは動揺)して地盤内に押込

み、内部の廃棄物をﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞにて取り除く。 

 ｹｰｼﾝｸﾞ内に廃棄物が存在しない状態とした上で、杭を

中掘りや打撃等により打設する工法。 

 三重管基礎杭工法(場所打ち杭)をﾍﾞｰｽとし、外周管を

割愛した効率的で安価な工法であり、底面遮水構造を

維持したまま基礎杭を打設する工法。 

様々な廃棄物による埋立地盤に対しても適用可

能で、三重管工法より経済的であることから、高

度利用化に対して高い効果が期待できる。 

－ ○ 底層 無 

3 

実 証

試験中

高   ○

･ｹｰｼﾝｸﾞﾁｭｰﾌﾞの最小外径が 1m 程度であるため、小径

の杭に適用する場合には、掘削除去数量が多くなり

経済性に劣る可能性がある。 

 遮水層を貫通する場合、遮水層の健全性を実

験等により確認する必要がある(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ)

 掘削廃棄物の処理方法については、処分場の

閉鎖後、廃止後で異なることが想定されるた

め、確認が必要である。 

 処分場の閉鎖から廃止までの期間は維持管

理基準が適用され、廃止後は最終処分場跡地

形質変更に係る施行ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが適用される。

鋼管杭 

 

 

 杭の中空部に予めｵｰｶﾞｰｽｸﾘｭｰ等を挿入し、削孔と同時

に杭を圧入する。杭が廃棄物層を貫通した後、ﾊﾝﾏｰｸﾞ

ﾗﾌﾞ等による杭内の廃棄物等の掘削除去を併用する工

法。 

本工法は、あらゆる事態を想定した検討や施工に

おける工夫を前提としているが、利用高度化に対

して効果が期待できるものと考えられる。 

○ ○ 底層 無 

3 

実 証

試験中

低   ○

･本工法は、中掘りによる杭打設と杭内の廃棄物の掘

削除去を併用する工法であるが、ｵｰｶﾞｰｽｸﾘｭｰを用い

て廃棄物層を掘削する場合、紐状の廃棄物がｵｰｶﾞｰｽｸ

ﾘｭｰに絡み付くなどして掘進や排土が不能になる可

能性があり、ｵｰｶﾞｰｽｸﾘｭｰは廃棄物の掘削には適用が

困難となるおそれがあることに留意が必要である。

･杭先端部における廃棄物の連れ込み防止対策とし

て、効果と適用性の確認が必要であるが、杭の先端

形状等の工夫も考えられる。 

〃 

PHC 杭 

 

 

 

〃 

本工法は、上段の、鋼管杭における前提の他、PHC

杭に対する打設工法や杭の防食について十分な

検討や確認を行った上で適用することで、利用高

度化に対して効果が期待できるものと考えられ

る。 ○ ○ 底層 無 

3 

実 証

試験中

低 ○

･焼却灰等に含まれる塩化物などに起因した高濃度塩

水とｺﾝｸﾘｰﾄ表面が直接接触することで生じる化学的

浸食によるｺﾝｸﾘｰﾄの劣化が懸念される。 

･ｵｰｶﾞｰｽｸﾘｭｰを用いて廃棄物層を掘削する場合、上段

の鋼管杭の打設に関する留意点に加えて、PHC 杭は同

外径の鋼管杭に比べ内径が小さいことから、廃棄物

地盤への杭打設時に杭内部の目詰まりが生じやす

く、杭本体に割れが生じる可能性がある他、杭の貫

入が不能となる可能性がある。 

〃 

鋼管杭 

 

 

 

･ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏｰや油圧ﾊﾝﾏｰ等を用いた打撃工法により杭

を打ち込み、杭が廃棄物層を貫通した後、ﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞ

により杭内の廃棄物等を掘削除去するとともに、拡大

掘削ﾋﾞｯﾄ及び底ざらいﾊﾞｹｯﾄによる孔底処理を併用す

る工法。 

本工法は、あらゆる事態を想定した検討や施工に

おける工夫を前提としているが、利用高度化に対

して効果が期待できるものと考えられる。 

○ ○ 底層 無 

3 

実 証

試験中

低   ○

･本工法は、杭打設と杭内の廃棄物の掘削除去を併用

に加え、杭先端部に連れ込まれた廃棄物を除去する

ための孔底処理を行うことを基本としており、必要

な施工機材が多様となる。 

･杭先端部における廃棄物の連れ込み防止対策とし

て、効果と適用性の確認が必要であるが、杭の先端

形状等の工夫も考えられる。 

〃 

鋼管杭(塗布剤塗布) 

 

 

 

 

〃 〃 ○ ○ 底層 無 

3 

実 証

試験中

低   ○

･上段の内容の他、塗布剤を補助的に使用することで、

遮水性の確保をより確実にすることができる。 

〃 

既成杭･場所打ち杭工法 

 

 

 ｹｰｼﾝｸﾞﾁｭｰﾌﾞを回転(あるいは動揺)して地盤内に押込

み、内部の廃棄物をﾊﾝﾏｰｸﾞﾗﾌﾞにて取り除く。 

 ｹｰｼﾝｸﾞ内に廃棄物が存在しない状態とした上で、外周

管を立込み、遮水性を確保した後、本杭を立込む工法。 

 底面遮水構造を維持したまま基礎杭を打設する工法。 

様々な廃棄物による埋立地盤に対しても適用可

能で（施工実績有）、高度利用化に対して効果が

期待できる。 

 

－ ○ 底層 有 4 中   ○

利用高度化の実績はあるものの、施工ｺｽﾄが高く、工

期も長期化することに留意する必要がある。 

〃 

鋼管矢板井筒基礎 

鋼管杭を継手を介した完全な連続閉鎖型の井筒状(円

形、または矩形)に打ち込み、井筒の内部を掘削した後

にﾌｰﾁﾝｸﾞを構築し、その上に橋脚等を構築する工法。 

鋼管矢板打設前に廃棄物層を掘削して遮水性材

料で置き換えたり、遮水性材料の性能や杭周面

（特に継手部）の遮水性等を確認することで、本

工法の施工が可能となる。 

－ ○ 底層 無 － －   ○

 鋼管杭が連続するため、廃棄物掘削のためのｹｰｼﾝｸﾞ

が利用困難で、遮水性材料による置き換えとその性能

評価が必要である。 

 廃棄物の掘削･置換との併用となるため、三重管基礎

杭工法よりも高価となる。 

〃 

技 術 熟 度：－ 単独では高度利用に資さない、1 アイデア段階、2 理論的研究、基礎実験の段階、3 実証が必要な段階、4 実際の施工事例がある段階 
適用可能性：－ 単独では高度利用に資さない、高 実用化の可能性が高く、経済性に優れ、管理型海面最終処分場での適用が有望視される技術、中 実用化の可能性は高く、管理型海面最終処分場での適用が有望視される技術、低 管理型海面最終処分場での適用に検

討要素がある技術 

＜利用高度化技術の適用事例＞ 

対策技術 事例の特徴（施工時の対策等） 事例 

場所打ち杭（三重管基礎杭工法） 本杭打設に伴う廃棄物層撤去(ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ工法)及び遮水機能維持のための外周管打設による三重管基礎杭工法。 東京港臨海道路（東京ゲートブリッジ） 

廃棄物掘削・置換え 大型施設の躯体部の杭基礎化ならびにごみ層の除去。 夢の島処理場大型施設(杭基礎躯体部) 

廃棄物掘削・置換え＋鋼管矢板井筒基礎 鋼管矢板打設前の廃棄物層撤去(ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ工法)及び置換え、保有水等流出防止のための鋼製遮水壁の設置。 第二名神高速道路桑名インターチェンジ 

※着色部分（橙、黄緑）の対策技術が利用高度化に資する技術である。
このうち黄緑で示す技術は実証試験中であり、試験結果等を踏まえ、
内容を見直すことも考えられる。 

(二重管) 

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ＋ 

本杭打設

三重管基礎杭工法 
ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ 
＋外周管打設 
＋本杭打設 

(一重管) 

中掘り･廃棄物

掘削除去併用 

(一重管) 

中掘り･廃棄物

掘削除去併用 

(一重管) 

打撃･廃棄物掘

削除去併用 

(一重管) 

打撃･廃棄物掘

削除去併用 



 

 参考資料編-4

2.基礎杭工法に関連する高度利用又は技術実証試験等の事例 

Ⅰ.三重管基礎杭工法の事例 

「橋梁と基礎」2008-4 より抜粋 
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Ⅱ.平成 26 年度 東京港基礎杭打設試験工事 

港湾空港技術研究所資料 No.1321 

海面処分場における基礎杭の適用性 －未処理廃棄物地盤における打設実験と杭周面透水試験－ 
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